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早期地震警報手法の導入効果と輸送影響を定量的に把握するこ

とができる、早期地震警報システムの性能評価法と評価ツール

「地震時運転規制シミュレータ」を開発しました。

研究の背景と目的

研究成果

早期地震警報システムへ新たな警報手法を導入する際、迅速な警報発令による安全

性向上が期待される一方、警報発令頻度の増加など安定輸送への影響が生じる場

合があり、これらを定量的に評価する手法・ツールの開発が望まれていました。

以下の2項目を指標とする、早期地震警報システムの性能評価法を開発しました。

① 走行距離比 （導入効果の評価指標）

警報発令後、列車が強い揺れを受けてから停止するまでの走行距離の相対変化量 

   ② 空振り発令比 （輸送影響の評価指標）

過大に警報発令（空振り）した範囲の相対変化量

対象路線や地震検知点の情報、早期地震警報システムの警報条件等を設定して、

過去に記録された地震波形データを入力することで上記指標を演算できる「地震時

運転規制シミュレータ」を開発しました。

鉄道地震工学研究センター（地震解析）

 「地震時運転規制シミュレータ」による評価結果は、早期地震警報システムに新たな

警報手法を導入する際の意思決定に活用できます。

今後の展開

早期地震警報システムの
性能評価法
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早期地震警報システムの性能評価の流れ

地震時運転規制
シミュレータ 新旧手法で

の評価指標
比較

新手法
導入を
判断

空振り発令比算出

走行距離比算出
評価対象
地震設定
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地震時運転規制シミュレータの処理フロー

早期地震警報システムの性能評価例 （1965年の指標を1.0とした相対比較）

点検基準値

徐行基準値

◆ ：沿線検知点の観測値（点検）
■ ：沿線検知点の観測値（徐行）

沿線検知点の観測値
（任意の指標値でキロ程表示）

警報範囲（発令）

警報範囲（正解）

★ 気象庁震央
▲ 地震検知点
ー 模擬路線 200km

地震波形データ 緊急地震速報データ

早期警報用地震計プログラム

地震時列車運転規制プログラム

地震動指標データ 早期地震諸元推定データ

地震検知点データ
警報発令条件

警報発令時間データ 警報発令区間データ

警報発令時間グラフ出力 警報発令区間グラフ出力

導入効果評価スコア算出
（警報時間差・走行距離比）

輸送影響評価スコア算出
（再現率・空振り発令比など）

仮想路線に対する警報発令区間グラフ出力の例（2021年福島県沖の地震）

沿線S波警報(40gal超過）

海岸S波警報（120gal超過）

沿線P波警報（M-Δ法）

海岸P波警報（M-Δ法）

海岸P波警報（固定制御）

緊急地震速報（M-Δ法）

警報（発令・統合）

警報（正解・気象庁M-Δ法）

点検

徐行

※警報（正解）は気象庁情報とM-Δ法
   （過去被災事例DB）に基づく
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